On the renewal of business school in the USA, Japan and China by 清家 彰敏 & 馬 淑萍
経営系大学院の日米中比較とサイバー教育の模索
1. 序論
清家彰敏
馬 淑芹
経営管理大学院は 3 つの大きな変化を向かえている。第 1 は現在の大学院教
育が世界レベルに達していないことに対する対策の必要性である。現実的であ
るが，これがもっとも困難な作業かもしれない。第 2 は世界の大学院がかつて
の大規模企業への人材供給を目的としたことに対する対策である。 ABB （ア
セア・ブラウン・ボベリ），ソニー 京セラをみるまでもなく，小規模組織の
事業創造者を育成できるシステムに世界のすべての大学院は変化すべきである。
第 3 はグローパル化・ボーダーレス化・ローカル化への対応である。国はすで
に企業にとって煩わしく，活動領域を狭くセグメントするだけの存在であり，
一方，ローカルな対応を市場に対して行うには大きすぎる存在である。グロー
カル（世界的な視野で考え 地域に合わせて行動するという意味の造語：本田
技研国際人事部長 光富敏夫）といったまったく異なる発想の講座の開設も企
図されなければならない。最後に提案する「バーチャル大陸」講座である。
本稿は，この視点から，現在の大学院の進むべき方向について模索する。
2. 日本型経営の変質 企業経営における「コア人材j の比率
人材白書（寺本・清家， 1999）によれば，日本型経営は大きく変質し，少数
のコア人材が企業をコントロールする企業型に変化しつつある。「コア人材は
全社員の20%」が34.9% と最も多く，「コア人材は全社員の40%J が21.6%'
「コア人材は全社員の60%」が17.0%，「コア人材は全社員の10%J が13.8% と
続く。「原則的に全社員がコア人材」「コア人材は全社員の80%J とコア人材が
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全社員に占める率が高いのは， 1割を切り，少ないようだ。
コア人材が「10パーセントから40パーセント J の範囲では，全体の 7 割を占
める。コア人材が重要であり，それ以外は不要ともいえる D
原則的には全社員
がコア人材
コア人材は
全社員の80%
図 1. コア人材が全社員に占める比率
業種ごとの差は少なく，どの業種においても「コア人材は全社員の20%」と
回答した企業がもっとも多い（製造業など34.4%，商業など38.0%，その他サー
ビス32.6% ）。次に多いのは製造業，商業においては「コア人材40%J と回答
した企業である。その他のサービスは 情報処理などの業種を含むと思われる
が，「コア人材10%」が次に多かった。したがって，企業内のコア人材は全社
員の20%その 5 人に 1 人がもっとも多く，製造業，商業などでは約3社に1社を
超えている。
したがって，「コア人材は社員の 5 人に 1 人J という企業がここでは標準的
である。日本型経営で強調される全社員が平等に昇進などの機会をもっていて，
長期的な競争を行い その勝者がトップの座を射止めるといった構図はみられ
ない。このような企業では，選別採用，早期選抜などでより分けられ，社員の
20%が企業のコア人材となっている。
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「人材選抜型j 企業が製造業では72%
コア人材10%' 20%. 40% を「人材選抜型j 企業と規定し，コア人材60%,
80%，全社員を「人材平等型J 企業と規定しτみよう。本調査によれば， 3 分
の 2 を超える企業が「人材選抜型j であり，「人材平等型」は 3 分の l に達し
ない。また，コア人材が全社員の10%, 40% を加えると 3 社に 2 社を超える。
製造業などは72% (12.8% +34.4% +24.8% ）に達する。この傾向は業種によ
る差はない。
上記のように日本企業多くが日本型経営のモデルから転換しつつある状況の
中で，文部省，大学設置審議会は新しい専門大学院構想を経営管理大学院に関
しても構築してきた。一方，慶応義塾大学経営管理大学院等は創立以来ハーバー
ド大学ビジネススクールのケーススタデイ教育を継承し，常に時代の先駆けと
なってきた。
3. 日本における経営管理大学院構想、と成功例
1 ）国家の専門大学院構想と教育研究の高度化・多様化
文部省の構想は以下である
世界の第一線に伍した水準の高い教育研究の積極的な展開や，国際社会の期
待にこたえ様々な分野で積極的に活躍することができる優れた人材を養成する
ためには，その担い手である大学院を重点的に整備し 一層充実させていくこ
とが必要である。このため大学審議会答申等を踏まえ，研究者養成を志向する
大学院として高い評価を得ているものや，高度専門職業人養成に積極的に取り
組んで、いる大学院について卓越した教育研究拠点として集中的・重点的な支援
を行うとともに，高度の専門的知識・能力の育成に特化した実践的な教育を行
う専門大学院を設置し，その質的充実を一層推進するために必要な経費を措置
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する。また，優れた研究者の養成や創造性豊かな人材，起業家精神に富んだ人
材等の養成，社会人の再教育等のニーズに応えるため，先端的，学際的分野を
中心とした新たな研究科・専攻等の新設・整備を推進する。
特定の職業等に従事するのに必要な高度の専門的知識・能力の育成に特化し
た実践的な教育を行う大学院修士課程の質的充実を支援するための経費の充実
を図る。
卓越した教育研究拠点としての大学院に必要な設備の重点的整備を図る。
これに対する批判もある。専門大学院が設置されれば，高度な職業的スキル
を持った人材が輩出される。そうすると 当然のことながら各種の職業に関す
る資格制度，たとえば司法試験や公務員試験，医師免許などに直結した教育の
可能性も出てくる。専門大学院を修了することで資格が与えられたり，試験
の一部が免除されることなども考えられる。現時点では専門大学院と資格制度
との連動については 文部省は現段階ではとくに考えてはいないようであるが，
法律専門大学院と司法試験の関係等，今後海外との関係も踏まえて検討される
と考えられる。司法制度の改正問題などもあり 資格制度の方向性を見定めて
検討していくことになりそうである。この点で本稿では，米国における司法試
験と経営管理大学院の関係について次章にて考察する。その前提として日本に
おける先進事例について分析する。
2 ）先進事例慶応義塾大学経営管理大学院
研究者のように高度な技術を駆使する専門家（スペシャリスト）が果たす役
割が重要になればなるほど専門家の集合体としての企業を総合的な観点から
経営する総括的な経営管理者（ゼネラリスト）の役割が，同様に重要になって
いる。 新しい経営環境の中では，弾力的な思考力と鋭い洞察力を備え，変化
についての適切な分析ができ 的確な判断ができる経営者が求められる。そし
て目標の実現に向かつて組織を効果的に動かすことのできる経営者が求められ
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るのである。大学学部の卒業者，またはそれと同等以上の学力を有する者を対
象にするが，出身大学での専攻分野の如何は問わない。慶応大学のケースは
1200ともいわれ，ハーバード大学がビジネススクールで華々しい成功のスター
トをきったときのケースは1500とも言われた（注 1 ）。
授業のおよそ 3 分の 2 ではケース・メソッドが採用される。残りおよそ 3 分
の l 相当の授業では 講義も行われる。また，調査・分析・発表といったグルー
プ作業や，コンピュータ利用の訓練，さらにはシミュレーション・ゲーム等を
含む，多様な教育方法が，目的に合わせて採用される。 学生は，自分で考え，
状況を判断し，意思決定をしてからクラスに出席する。クラスでは，学生に対
して各自の分析と意思決定についての説明が求められ，その説明の妥当性につ
いて討論が行われる。そこでは，自分の考えを他人に理解できるように説明す
る，先入観にとらわれないで、自分と異なる意見をよく聴く，視点を変えた分析
を試みる，他人の意見をも考慮に入れて自分の分析と意思決定の妥当性を再度
検討する等の柔軟な，思考が要求される。ケース・メソッドにおけるクラス討議
は，教師による指導のもとで進められる。教師の役割は，教師自身の分析を説
明したり，自分の結論を一方的に示したりすることではなく，学生による独自
の思考，学生による的確な分析，学生の行動志向の態度を育成することにある。
ケースによる教育は 手順的には 個人研究とクラス討議の二段階を経て進
められる。 学生は次の回にとり上げられるケースについて，まず個人で読み，
そこから問題を発見し，分析し，その問題を解決するために考えうる代替案に
ついて比較検討して 一つの解決案に到達しなければならない。 1 日にとり上
げられる 2 ～ 3 のケースについて この個人研究に充当される時間は平均 6 ～
7 時間である。
慶応のケースは現在の米国の大学院教育と連動しているとも考えられる。し
かし，日本の大学院はもとより，米国の大学院も情報通信化が加速する現代の
企業の変化に追随，先行することは大変な努力を求められる。
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上記の国家の専門大学院構想，慶応大学の先進事例を超えて日本企業は大き
く変化しつつある。知創白書（寺本・清家 2000 注 2 ）によれば，日本企業はグ
ローパルスタンダードに向かつて大きく変容しようとしている。
最近 3 年間における取引相手，提携企業等の他企業との経営戦略の変化につ
いて，回答項目の「全くそのとおり J の大きい順にしたのが図 2 である。
ややあてはまらない 全くそのとおり
全くあてはまらない
0.9 
単純な規模拡大型の取ヲ｜から、共創型・相互
15.2 進化型の関係へ転換
0.5 
中開業者を排除し、直接取引を拡大
製販同盟 ·SCM等の戦略を強化
戦略的なM&A· 事業売却を推進
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
図 2 日本企業の急激な変化
1 位は，「過去の実績にとらわれず最適な企業を選択する J で21.2%, 2 位
「アウトソーシングを拡大しているJ が15.1%，以下「単純な規模拡大型の取
ヲ｜から，共創型・相互進化型の関係へ転換している」「中開業者を排除し，直
接取引を拡大するJ 「戦略的なM&A （買収・提携）・事業売却を推進する」
のそれぞれが8.5%，「ネットワーク上の取引を拡大している」 5.2%，「製販同
盟· SCM （サプライチェーンマネジメント）等の戦略を強化している J 4.7% 
であった。他企業との関係変化については，全体的に「全くそのとおり」と捉
えているのは少ない。
「全くそのとおり j と「ややあてはまる」の 2 つを合わせたもの，すなわち
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「あてはまるJ 群の大きさの順に並べ替えた。 1 位は「過去の実績にとらわれ
ず最適な金業を選択するj で75.4%, 2 位は「単純な規模拡大型の取引から，
共創型・相互進化型の関係へ転換している」の69.3%, 3 位は「アウトソーシ
ングを拡大しているj で60%である。 4 位以下は「中開業者を排除し，直接取
引を拡大するJ 59.4%，「ネットワーク上の取引を拡大しているJ 43.4% ，「製
販同盟・ SCM等の戦略を強化している」 41.5%，「戦略的なM&A ・事業売却
を推進する」 40.6%である。
一方，「全くあてはまらないJ では，「戦略的なM&A ・事業売却を推進するJ
が34.4% を示しており，「ややあてはまらない」の24.5% と合わせると 58.9% に
なり，「あてはまるJ 群の40.6% を上回っている。また，「製販同盟・ SCM等
の戦略を強化しているJ および「ネットワーク上の取引を拡大している」も
「あてはまらないj 群では過半数を超えている。
上記の日本企業の変化はグローパルスタンダードへの対応である。この変化
に対応しうるのは，テクノクラシーとプラグマテイスムの社会理念で建学され，
無数のマネジメントツールが蓄積されている米国の経営管理大学院（MBA)
である。 MBA自体がグローパルスタンダードでもある。また整備されたケー
ススタデイ群は多くのマネジメントツールを教育するのに適している。
4. 米国の経営管理大学院の変化グローバルスタンダードとしてのMBA
MBAとはMaster of Business Administrationの略で， 日本の大学で言え
ば経営学修士，修士（経営学）である。米国人にとっては企業で出世していく
ために無くてはならない資格で，全米で数百のMBAプログラムがある。最近
のトレンドは起業家の育成である（米国在住日米問題評論家・吉岡実氏・イン
タピュー・ 1999年）。
MIT等の最難関校は日本の一流大学の出身者が多いが，本人の企業等での業
績も高く評価される（MIT ：ヒツペル教授・インタビュー）。米国人でMBAへ
進む人は大半が補助的な仕事の経験で入学してきており，修了後の機会のため
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に勉強する。大学，教員自体も激しい競争があり，学外から資金を獲得できな
い大学，教員は競争に負ける。特に州立大学であるパークレーは厳しく予算の
20% しか州に依存していない（バークレー：ラリ・クボタ教授・インタビュー・
1998年）。ビジネススクールに出願するにはTOEFL と GMAT という 2 つの試
験を受け，成績を学校へ送付する必要がある。 TOEFLでは600点という足切り
ラインを公表している学校もある。 GMATは純粋な語学力が関われる TOEFL
とは違い，数学的問題や論理的思考力が問われる文章問題がある。数学は高校
1 年程度である。必修科目は，統計学，経済学，戦略策定論，会言十学，財務論，
組織行動論，オペレーション管理で日本と差が無い。総論的科目で，企業戦
略の構造，内部資源のアセスと開発，業界・競合他社分析，多角化・多業種経
営のロジックについて，講義とケース・スタデイによって学習する。ケースは
多彩で、，それらをサプライチェーンマネジメント等のマネジメントツールを使
いながら分析する。図 2 の日本企業にとって これらの手法群を的確に習得で
きることは大きな意味を持っている。さて，日本の経営管理大学院教育と大き
な差を見せるのが法律の習得である。
司法試験の概略
米国では，弁護士は日本の25倍の人数に達する。したがって，英語ができ司
法試験の勉強を日本でした人や，法律の素養のある人であれば，かなり容易に
取得可能である。米国の司法試験は州ごとに違う。ニューヨーク州では外国人
の合格率は年によって異なるが例えば25%であり 米国人受験者の過半数が合
格する。 25倍もの弁護士がいる国では 彼らの仕事を保証するといった意味で
も，法律業務は日常に組み入れられている。日本のように法務部が行う例外的
な仕事ではない。したがって，法律を経営管理大学院で学ぶ重要性は日本と異
なり極めて重要である。
ビジネスを法律的視点から分析するということは米国では，日常的な仕事で
もとても重要になる。したがって，ロースクールでも すでにMBAやCPA を
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持っている人，もしくは法律と経営の大学院に両方通うケースも多い。日本は
米国ほど，訴訟が行われないが，米国とのビジネス機会が多い企業にとって米
国法の知識の取得は重要であり，グローパルスタンダードでもある。米国人と
同じ場で日本人が経営を行うとき 日本人が法律を例外として意思決定過程か
ら除外し，米国人が法律を意思決定過程の中核に位置づけているとすれば，そ
れは競争において決定的な差をもたらすと考えられる。
1980年代以降，シリコンバレーでマイコンとOSをめぐって激しい開発が行
われていたとき，ピル・ゲイツは法律に関して決定的な優位を持っていた。彼
の父は米国でも著名な弁護士であり，法律を意思決定過程に組み入れる仕事，
は彼の家業であったと思われる。法律に疎い多くの技術志向のベンチャー経営
者は彼から見て子供同然に見えたのかもしれない。
法律の次に，日米の経営管理大学院教育の相違は「ク事ループ討議J にある。
日本はかつてグループ活動を強調したが，現在，米国の経営大学院はグループ
を強調する。個人のジョブを重視するより，組織・集団の中でのロール（役割）
を強調するのである。
ロールを強調する 職務からの脱却
本田技研の国際人事部長光富敏夫氏は米国企業が，かつてのジョブからロー
ルを強調するようになってきたと以下のように述べている（注 4 ）。
ジョブディスクリプション（職務記述）ではなくロールディスクリプション
（役割記述）でなければならない。職務を意識しすぎないで，組織内の役割を
意識することが重要である。 GEもショブからロールに現在は変更した（本田
技研との交流の結果それに気づいたと思う）。日本は昔から役割を意識してき
た。
このロールを重視する姿勢，グループ志向が経営大学院教育にも表れているD
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アンダーソンについて以下で考察してみよう。
Anderson Graduate School of Management at UCLAは全米トップ10に
入るビジネススクールである（インターネットのホームページ等より）。アン
ダーソンはコクラム，ヨーストといった著名な教授がいるだけでなく， Price
Centerというアントレ研究＆サポート機関が学生の企業家精神を強力にパック
アップしている。学生と教員の気質は起業家精神が旺盛と言う点で似かよって
いる。
教員はチームワークの醸成ということをコースの課題のーっとして捉えてお
り，この点で，師弟関係による個人研究といったスタイルになりがちな日本の
経営大学院より際だつた差を見せている。特にアンダーソンのような公立校は，
運営資金に限界があるというハンデを逆手にとって，学校運営の多くの部分を
学生チームが担当している。学生がノートブック PCを毎日持ち歩いていると
いったMB Aが増加している。教室， study room，図書館にサーバーへのア
クセスポートがあり，レクチャーノートを取ったりプレゼンテーションスライ
ドを作成したり，生産性の向上へのチャレンジを日々続けている。教授もテク
ノロジーの採用に積極的で，試験や宿題の HYPERLINK “ http://www. 
geocities.co.jp/Berkeley /6723/mba/ strat.html” on line 提出やPPTによる講
義録の整備などを行っている。
アンダーソンは極めて事業創造，ベンチャ一志向が強い経営大学院であるが，
グループ志向が色濃く教育に表れている。一般的に，伝統的MBAの進路はや
はり大企業であり，大企業の採用担当者が欲しい人材を供給できることが
MBAの評価を決めるところがある。起業者の存在はかならずしも MBAの評
価にはつながるとは限らない。したがって，ロール志向 グループ志向は大企
業志向の経営大学院に大きな影響を与えることになる。
さて，次に大企業の経営戦略・組織の変化，グローカライゼーション（世界
を考え，地域で行動する）について考察してみよう。
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本田技研の組織の変遷
1950年代 組織図を持たない経営を目標とした（本田宗一郎の片腕藤沢武夫の
組織観）
1960年代開発主体の文鎮円形型（かべがない）組織図
1970年代 プロジ、エクト型組織
1980年代機能型組織
1990年代事業部制的な運営
1993年 事業部制のうえ地域の発想を加えた
1994年 地域主体のマトリックス組織運営（注 5 ) 
1996年 3 次元マトリックス運営
ホンダは事業部をタテ軸としたマトリックス組織をABB HP等と同様に行っ
たが，現在は地域主体に変えようとしている。（注 6)
ABB社は世界市場で成長しつづける優良企業である。 ABBは，約5000のプ
ロフィットセンターが地域と事業について 2 軸のマトリックスの中心と位置
付けられていた。現在，プロフィットセンターはより地域化，主体化している。
地域を主体としたこのマトリックスはグローバル化，創造力向上，多極化に対
応している。また 北米本部等は本社機能的能力を持っている。このような
ハブは，ネットワークされていき お客様の顔を見て，現場に近いところで仕
事をするのが地域化したプロフィットセンターである。本田技研工業のグロー
カライゼーションもこの潮流の先にある。このように，経営管理はグローカラ
イゼーションに対応していく。経営管理大学院教育はこれに応えなければなら
ない。次節で，大きな発想、の転換をしてみよう。
5. グローカルビジネスと経営管理大学院の新講座
1 ）社会インフラとソフトウェア開発
現在，社会インフラの概念は世界的に大きく変化しつつある。かつての道路，
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港湾，上下水道，火力発電といった重厚長大のインフラは 3 つの点で大きな
変化を求められている。情報通信化環境との調和 女性の視点の 3 つである。
第1の情報通信化について考察する。 21世紀の情報通信化の潮流を感じて，わ
れわれは実は社会インフラ構築とは，「実生活」を変える，重厚長大による手
段だけのものではないことに気が付いた。「実生活」－「交通」－「通信」－「情報J.
「想像J の 5 つの手段は代替的であることに，社会インフラに関わるものはもっ
と注意する必要がある。われわれは「実生活J を変る代わりに旅行「交通」に
出かけて満足できる。旅行に出かけなくても「通信」で、行った気分になれる。
通信しなくてもその国についてよく知れば「情報J，通信した気分になれる。
映画ローマの休日を見て オードリー・ヘップパーンの思い出とともにローマ
の情報で通信の代わりが可能で、ある。また，情報が少なくても「想像」で満足
ができる。まったく情報が無くても神の国を想像し，それを「実生活J の中心
に据えることができる。実生活と想像は代替的なのである。情報通信化を社会
インフラ構築に反映させる意味とは上記の 5 つの手段が代替的であることを強
く認識することに他ならない。
第 2 の環境との調和は，上記の 5 つの代替的な手段を選択する際の評価基準
とすることによって，もっとも実践的かっ積極的な意味を持つ。
第 3 の女性の視点は 20世紀に起こった社会インフラの整備がほとんど男性
の論理によって行われたことに対する反省である。現在の多くの社会インフラ
に対する不満は，人口の過半数を占める女性の視点が入っていなかった結果に
対する不満である。これは地域生活者の視点であるが世界も視野に入れたグロー
バルな視点である。
現在，中心となっているビジネスは社会インフラを連想するものが増加して
いる。製造業のサービス化介護ビジネス等である。製造業の 1 千億円の売上
はその 4 倍のサービス業4000億円の売上を生む可能性がある（松下電器産業株
式会社経営企画室技監松田俊介氏）。考えてみれば，食べる行為以外はすべて
社会インフラと考えることもできる。このすべてがソフトウェアでの支援を必
-118 (118) -
要としている。このことは，現在起こっている社会インフラの変化とソフト化
でほとんどが理解できることを意味している。
前述した 5 つの手段の代替過程，選択過程として現在の経済・経営は理解で
きる。その代替選択はグローパルな生活者の視点とソフトウェア開発コストで
決まる。先進国ではそのソフトウェア開発費用が重荷となりつつある。
2 ）ソフトウェア開発と人口規模
ソフトウェア開発コストは論理学 数学に優れた人材をいかに獲得するか，
ですべてが決まる。論理学・数学に優れた人材は一般的には人口に比例する。
したがって，教育環境を考慮しでも中国とインドに注目することは自然である。
インドの人口は10億人，それに対し中国の人口は13億人である。しかし，現在
注目を集めているのはインドである。以下は日本経済新聞社の記事の概要であ
る（注 7 ）。
インドでは約200の技術系大学から年間5万人のコンピュータ技術者を輩出，
英語も話せることから世界の情報技術産業ではインド人技術者の争奪戦になっ
ている。「米国の湾岸戦争のシステムもコンピュータの2000年問題もインド人
技術者がいなければ解決できなかった（現地の技術者）J インドのシリコンバ
レーと称される南部の都市 バンガロールにはマイクロソフトやシーメンスな
ど欧米企業群が千人規模のソフト開発センターを持つ。ピザ発給を抑制してい
る米国がIT技術者を例外にしているのも インド人確保に狙いがある。ドイツ
政府高官がインド移民に言及するのも頭脳労働者欲しさだ。インドの最大の輸
出品はインターネットの場を中心とするソフトウェアである。
インドは日本との間でもソフトウェア協議会等の諸機関，民間企業を中心に
ソフトで連携しつつある。松下電器は5000人の規模の現地法人を持っており，
今後を大きくインドに期待している。東芝もインドへの進出を意図している。
さて，次のターゲ、ツトの中国について，考察してみよう。中国のソフトウェア
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開発力はオプジ、エクト指向言語では日本をはるかに凌駕している（オブジ、エク
トデザイン・ジャパン取締役脇本亜紀氏・インタピュー）。また，中国の大学は
英語が卒業試験となっており，大学院生の英語力は非常に高い。教育体制はイ
ンドより整備されている。情報通信技術者の大学院教育内容は米国への関心が
高く，日本よりはるかに米国大学院の影響が強い。清華大学等の難関校のサロ
ンでは，米国のナスダックでの上場が彼らの夢として熱く日常的に語られる。
中国より先にインドのベンチャー企業が米国ナスダックへ上場したことは中国
の難関大学の理系大学院生にとっては，大きな衝撃であり，今後のベンチャー
起業と将来の成功への大きな励みとなった。中国の情報通信大学院教育と技術
者はインド以上に世界のソフトウェア開発に今後，応えうると思われる。
さて，これらの理系大学院出身者を企業において統合していく存在である経
営管理大学院は中国ではどうなっているだろうか。中華圏という巨大な世界の
三分の一以上を占める市場にてリーダーシップを発揮する可能性がある中国の
経営者養成講座を日米と比較してみたい。中国は日米に比較して考察されたこ
とが少ないため，以下，中国について詳しく分析する。
中国の経営管理大学院は，米国MBA型，米中融合型，中国型の 3 つがある。
他の中国の大学院と同様にどの経営管理大学院もその型に関係なく全国統一試
験を受けて入学する（注 8 ）。入学の条件は英語の全国統一試験合格が条件で
ある。また，女性教員が3 分の l 以上を占めており，女性教員が半数を超える
研究科もある。米国MBA型は米国のシステムを全面的に導入している。
さて，米中融合型で代表的な国立大学の事例を分析する。東北財経大学大学
院は米国MBAと旧来経営修士課程を融合しようとしている。
1 ）教育要件
MBA教育指導委員会（学内組織）により時間数と単位数の規定を履修しな
ければならない。即ち昼間コースを履修する学生は少なくとも 600時間の専門
授業科目（政治，外国語を含まない），夜間コースの学生は500時間専門授業科
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目（政治，外国語を含まない）を受けなければならない。卒業単位は45単位で
あり，その内大部分の科目は日本のようにレポートで合格とかはなく，正式な
試験で取得させる。日本よりはるかに修了要求は厳しい。
2 ）方針
カリキュラムは基礎科目，核心科目と選択科目の三つからなる。主な方針：
基礎科目の設置は学生に最も基本的なものを勉強させることにある。核心科
目を理解できるように基盤を作らせる。政治理論と外国語 2 科目で，合計して
9 単位である。
核心科目では学生にさらに経営管理過程と組織職能をよく理解させる。これ
は経営管理の基礎原理と実務を身に付けさせたり，実践的な管理知識を獲得さ
せることにある。これらの科目は教育目標の実現のための橋渡しの役割をし，
授業システムの中核部分とも言える。この部分は 9 つの科目からなり， 24単位
である。
選択科目はさらに社会要請に応え，それぞれの学生の要望を満足させるため
設置された。これは 9 つの科目からなり，その中で12単位を選ぶのが最低の基
準である。これらの科目は学生がより早くビジネス実務になれることを目標と
している。
今後， MBAでは学生の要望と教員の都合のを合致させできるだけ選択科目
を多く設置したいと考えている。
なお，学位論文は 9 単位で， 3科目の単位に相当する。
最後に中国型の理論重視の国立北京物資学院大学の事例を分析する。
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専攻：企業管理研究方向：人力資源管理
授 業 課 目 単 位 数
共通基礎課目 英語 1 0 
資本論 3 
科学社会主義理論 4 
経営数学 3 
ソフトウェア開発 4 
専門基礎課目 1 経済学 4 
管理学 3 
財務管理 3 
企業戦略管理 3 
経済法研究 3 
専門基礎課目 2 人力資源経済学 3 
人力資源開発と管理 3 
人力資源評価 3 
社会保障 3 
賃金 3 
選択課目 組織行為学 2 
職業技能開発 2 
人力資本投資 2 
企業組織管理 2 
保険学 2 
6 5 
専攻：企業管理研究方向：財務管理
授 業 課 目 単 位 数
共通基礎課目 英語 1 0 
資本論 3 
科学社会主義理論 4 
経営数学 3 
ソフトウェア開発 4 
専門基礎課目 1 経済学 4 
管理学 3 
マーケティング 3 
企業戦略管理 3 
経済法研究 3 
専門基礎課目 2 会計発展史 3 
高級財務会計 3 
高級財務会計 3 
高級財務管理 3 
投資学研究 3 
選択課目 簿計会計分析 2 
資産評価 2 
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専攻：企業管理研究方向：企業管理
授 業 課 目 単 位 数
共通基礎課目 英語 1 0 
資本論 3 
科学社会主義理論 4 
経営数学 3 
ソフトウェア開発 4 
専門基礎課目 経済学 4 
管理学 3 
財務管理 3 
組織行為学 3 
経済法研究 3 
専門基礎課目 2 現代金業制度 3 
企業戦略管理 3 
生産管理 3 
人力資源管理 3 
マーケティング 3 
選択課目 物流学 3 
情報システム 3 
財政金融理論 3 
市場競争シミュレーション 2 
専攻：企業管理研究方向：マーケテイング
授 業 課 日 単 位 数
共通基礎課目 英語 1 0 
資本論 3 
科学社会主義理論 4 
経営数学 3 
ソフトウェア開発 4 
専門基礎課目 1 経済学 4 
管理学 3 
財務管理 3 
企業戦略管理 3 
経済法研究 3 
専門基礎課目 2 マーケティング 3 
生産財市場研究 3 
物流学 3 
市場競争シミュレーション 3 
マーケテイング戦略 3 
選択課目 情報システム 3 
財務金融理論 3 
人力資本管理 3 
現代企業制度 3 
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中国の経営管理大学院教育は日米と科目的には共通点が多いが専攻が固定的
で自由選択は学生にあまり許されていない。ケーススタデイは米国より少なく，
日本の旧来型の経営大学院と似ている。ただし 米国のMBAプログラムを導
入している大学院は忠実に米国型を遵守している。英語力のある学生が米国型
教育を受ける構図は，中国のグローパル化が経営管理教育においては極めて容
易であることを予見させる。
さて，中国の米欧日との関係はハードウェア貿易中心であるが，貿易規模は
インドよりはるかに大きい。この貿易構造が中国政府の目指す知識経済化の政
策によりソフトウェアへ転換していくことが考えられる。中国の世界でのソフ
ト開発ウェイトは今後急速に高まると思われる。社会インフラを21世紀にむけ
てイノベーションしていくためのソフトウェア開発は 中国に依存する可能性
が極めて大きいのである。特に中国の農村部は制度的要因による経済発展の阻
害が大きく，先進国と比較して賃金水準は 1 桁低い。この農村部，特に中国西
部のソフトウェア人材の活用はコスト競争力が高いと考えられる。
3 ）日中のバーチャル新大陸創造
ソフトウェア開発は パソコンとインターネットがあれば十分である。モバ
イルもしくは，携帯電話とインターネットで行えるようになれば，地方の優秀
な大学院に携帯電話を無償提供すれば ソフトウェア開発は中国のどこででも
可能になる。次の課題は このインターネットを使って ソフトウェア開発に
参加する人々をどのように動機付け，開発環境を良くするかである。このため
の手段として，公的資金を集めること ボランタリ一等が考えられる。特に短
期的には，都市部の有名大学院出の情報通信技術者活用が考えられ，現在民間
企業を中心に日本でのソフトウェア開発参加が行われている。これがインター
ネットを媒介としたソフトウェア輸出に変っていくことが考えられる。しかし，
長期的には女子の発掘，農村部での採用が，ソフトウェア技術者の大量獲得，
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コストダウンの意味でも重要である。それは対象人材を一桁増加させることに
なる。中国のグローパル化を前提に，グローカル（世界的視野で考え，地域に
合わせて行動する）教育を考えてみよう。サイバー教育の場でそれを模索しよ
うと思う。
前述した本田技研は「自由閲達，チャレンジ，誠意誠実，共創のカルチャー
を創っていこう」を企業文化としている。その本田は「グローカル戦略の一環
として自主自立の現地法人での人事戦略を行う必要がある。現地法人に主体性
を持たせる」としている。以下は，その本田の現地法人に対する経営管理であ
る。
－従業員の能力を高める仕組み（人材育成）
On the Job Training 
OJTマップ 5 原則シート 一枚ベストレポート
Off the Job Training 
KT·法本田塾
On the Chance Training 
日本研修でチャンスを見つけさせる。
このような方針に関わらず現地法人での人材は大きな不、満を持っている。現
地の駐在員への経営管理に対する期待は以下である。
①いい先生であってほしい。専門性 ノウハウを伝えて欲しい。
②コミュニケーションスキルをもう少し向上して欲しい。
③女性の能力を尊重して欲しい。
④もっとうまいリーダーシップをとって欲しい。
⑤将来計画を我々にも語って欲しい。
⑥その国の文化，習慣を理解して欲しい。
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現地法人をグローカル化していくことは極めて困難である。現地に根付く教
育を経営管理大学院において行えと従来の国際経営の大学院教育では言ってき
た。しかし，日本でも有数の国際企業本田でも成功できないことを大学院の
“机の上”でできるとは思えない。国際経営だけでなく 他の科目も同様の問
題を持っていると考えられる。旧来の発想を大きく変えて大学院システム自体
を大変革させることが考えられる。それがサイバー教育の場である。
サイバーを使った経営管理大学院の講座
教育科目の中にバーチャルな「新国家J を構想し そこに新国民を集める。
このような講座の創設を「国際経営を使った社会インフラのソフトウェア開発」
ケースとして考えてみよう。講座「バーチャル新大陸構想、J が考えられる。移
民に制約がある日本や西欧の国家にとっては「バーチャル移民（インターネッ
ト上での）J についてはコンセンサスが得易いかもしれない。また，歴史上もっ
とも人聞が動機付けられた時代は 大航海時代と米大陸開拓時代である。日本
と中国にできれば米国も含めて，「新大陸J をインターネット上に作りあげる。
そこに移民してくる人が社会インフラを創造する事業に参加するのである。そ
こではまったく権利は平等，能力のみで差をつける。
この新大陸の創造については，大航海時代の西欧諸国の政策，法律，米大陸
開拓時代の米国政府の政策，法律を研究し，その時代の歴史研究をサイバー上
に反映させることにより，大きな成果が期待できると思われる。現在は夢の無
い時代と先進国ではいわれている。ニューエコノミーと繁栄が語られる米国で
も例外ではない。「能力が無く，性格も悪い臆病者が成功するお話J の時代，
この時代こそ人々を熱狂させ人材が限りなく集まってくる。それが大航海時
代，米大陸開拓時代である。これを実社会で実現することは，現在の急成長し，
成金が登場する上海でももはや不可能である。しかし サイバー上ではそれは
可能であり，無数にサイバー上に大陸を作れる。その一つを，社会インフラの
ためのソフトウェア開発者を集めるために作り，法整備をすればよいのである。
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4 ）バーチャル新大陸開拓と中国女性の頭脳活用
最初に述べたように社会インフラの整備は女性の視点が今後必要不可欠であ
る。中国の女性をソフトウェア開発にインターネット上で参加させることは，
ここで大きな意味を持ってくる。中国は男女平等社会，男女平等経済の国であ
り，女性はあらゆる場で男性に伍して活躍してきた。科学技術研究分野でもそ
の人材の 3 分の l は女性である。中国女性 6億人から論理学，数学に優れ，な
おかつ女性の感覚で社会インフラのイノベーションに配慮ができる人材をバー
チャル新大陸に市民としてインターネット移民させる。そうすれば， 2000年問
題をインドが解決したように，日本のみならず世界の先進国が抱えている重厚
長大型社会インフラのイノベーションが行いうるのではないか，と思われる。
このバーチャル新大陸への中国女性のインターネット移民と市民活動は，
「中国女性の頭脳のインターネット輸出支援活動J として， 日本政府の中国支
援，中国政府の知識経済化政策，知識輸出の政策とも合致し， NPO活動とし
ても意味が大きく，なおかつ壮大な国際ビジネスを新たな構想、で展開すること
に繋がると思われる。このような講座をサイバー上で行うことができれば，大
きく経営管理大学院だけでなく教育概念自体が変化すると思われる。インター
ネット上ではすべての未来がすでにサイバー上で起こっているo これがやがて，
実社会へ浸みだしてくる。このとき人は未来が実現したと思うが，実は未来は
インターネットの中を覗けばそこにあるのである（コプメ企画社長 長谷川章
氏）。これは教育の場と現実とは差が無くなったことを意味している。インター
ネットの海から現実にいくか，教育の場にいくか，まったく同じ次元の話であ
る。
6. 結語
経営管理大学院は世界レベルに達し，なおかつ新時代に向けて，グローバル
化・ボーダーレス化・ローカル化への対応しなければならない。国はすでに企
業にとって煩わしく，活動領域を狭くセグメントするだけの存在であった。
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本稿は，この視点から，現在の大学院の進むべき方向について，事例に基づき
分析，提言，新モデルを模索した。
注 1 ）例えば1500ケースを何名の教員で講義できるか。 10名なら一人あたりは
150ケースに熟知しなければならない。これは多くの教員にとってクリアする
ことが困難な条件であると思われる。日本の経営管理大学院でこの条件を満た
せる教員を10名揃えることは大変な努力と投資を伴う。
注 2 ）人材白書
調査対象，方法
調査対象は，民間企業（公益法人，学校，病院を除く）の人事教育・福利厚
生・労務管理・組織管理などの人事担当責任者であり その選抜は日本経済新
聞社刊行の「日経会社情報（’98 「秋」号）」から，上場企業および店頭公開企
業をランダムに2,000社を抜粋し，調査票を平成11年 1 月 11 日付けで郵送し，
2 月 5 日をもって回収を締め切ったものである。回答社数は218件である。
回答社のプロフィ－）し
回答社の業種
「製造業J がトップを占め， 47.7%，続いて「その他のサーピス業」が19.7
%，「商業（卸売・小売）」が18.8%，「農林水産・鉱業・建設J が9.6% である
（図 1 ）。
「農林水産・鉱業・建設J と「製造業」を「製造業など」にまとめると 57.3
%，「商業（卸売・小売）」「金融・保険・証券」「電力・ガス・通信」を「商業
など」にまとめると 22.9% となる。「その他のサービス業J はそのままである
（図 2 ）。クロス集計は，図 2 のデータを使う。
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電力・ガス・通信
0.9 
金融・保険・証券
3.2 
従業員数規模
図 1. 業種（ A)
図 2. 業種（B) 
「1000人未満J (26.6% ）が最も多く，「300人未満」（26.1% ），「500人未満」
(16.1 % ），「2000人未満J (15.6% ），「3000人以上」 (11.5% ），「3000人未満J (3. 
7% ）がそれに続いている（図 3 ）。
「300人未満」と「500人未満」を合わせ「500人未満J とすると 42.4% ，「20
00人未満」「3000人以上」「3000人未満j の3つを合わせて「1000人以上J とす
ると 30.9% となる。「1000人未満」はそのままである（図 4 ）。クロス集計にお
いては，図 4 のデータを使う。
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3000人未満
3.7 
図 3. 従業員数規模（ A)
無回答 0.5 
図 4. 従業員数規模（B) 
連結決算の合計従業員数は，本体の何倍か
「1.5倍未満」が最も多く， 60.6% を占める。「 2 倍未満J は12.8% と低くな
り，「 3 倍未満」「 4 倍未満J は 1 割を切り，「 4 倍以上J は 1% に及ばない
（図 5 ）。
「 2 倍未満J 「 3 倍未満j 「 4 倍未満」「 4 倍以上」を「1.5倍以上J と一つに
まとめると 26.3% となる（図 6 ）。クロス集計においては 図 6 のデータを用
いる。
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図 5. 連結決算の合計従業員数は本体の何倍か（ A)
4 倍以上
0.9 
4 倍未満
2.3 
3 倍未満
5.5 
図 6. 連結決算の合計従業員数は本体の何倍か（B) 
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前年比の業績
1997年度は，「増収増益」が37.2%で「減収減益J の33.0% を上回っていた
が， 1998年度の見込みでは，「増収増益」が22.5% と下がり，「増収減益」が
46.8% に跳ね上がった。経済不況の影響が顕著に現れている（図 7 ) 0 
図 7. 97年， 98年度の業績
｜口増収増益図減収増益図増収減益圃減収減益・無回答｜
97年度
98年度 I 22.5 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
注 2 ）知創白書はオフィス・オートメーション学会の研究部会（主査寺本義也）
と社団法人日本経営協会のジョイント研究の成果（アンケート）を基礎にして
監修した。アンケート実施については明星大学専任講師加藤みどり氏の協力を
受けた。
注 3 ）本田技研光富敏夫国際人事部長へのインタビューの分析
注 4 ）向上
注 5) 1994年川本信彦社長は世界4極体制を発表した。その狙いは世界を「日
本本部J，「米州本部j，「欧州地域本部J，「アジア・太平洋本部」の 4 つのブロッ
クに分け，各本部の大きなオートノミーを与え，ホンダの持つ資源を有効利用
することにある。そして，事業ごとにも「二輪車J，「四輪車J，「汎用j，「部品」
の4本部を設け， 4 つの地域本部が各事業部を統轄し，地域にあった世界的な
事業運営を目指すものである。
注 6 ) マトリックス組織コンセプトの棚卸一ーなぜ地域主体マトリックスな
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のか
マトリックス組織運営はクローバル化への一つの流れであった。市場の多様
化や変化のスピードが速くない時には事業軸主体のグローバルマトリックスが
主流であった。
注 7 ）「春秋J f 日本経済新聞j 2000年 5 月 13 日（卦朝刊より
注 8 ）中国は 3 つの型の経営管理大学院があり米国MBA型，旧来型，折衷型
の 3 つとなる。また修士号は論文と試験で取得できる。
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